令和４年度　事前評価点検表（内部評価）
１ 事業概要
	事業名
	子ども家庭センター施設設備改修費

	担当部署
	福祉部子ども家庭局家庭支援課　　連絡先06-6941-0351　内線4263

	事業箇所
	泉南市

	事業目的
	児童虐待相談対応件数や一時保護児童数が依然高い水準を維持していることから、保護児童を受け入れる施設が満床の状況である。
また、今後も一時保護児童数が高い水準を維持されることが見込まれるため、新たな一時保護施設を建設する必要がある。
なお、本工事は当該施設の外構工事を実施するものである。

	事業内容
	【建築規模等】

敷地面積：約5,000㎡

工事内容：外構工事（舗装、囲障、雨水排水、防火水槽、その他外構、敷地内通路、
解体撤去、電気設備、機械設備ほか）

	事業費
	全体事業費：約1.5億円

（内訳）工事費　　約1.5億円

	
	【事業費の積算根拠】

事業者からの見積額
	【工事費の内訳】

外構工事　　　約1.5億円

	事業費の変動要因
	建築部公共建築室の技術査定や事業費の精査を行うことで変動する可能性あり

	維持管理費
	約0.8億円／年
（内訳）
光熱水費：0.2億円、その他施設管理委託：0.6億円

	関連事業
	なし


２ 事業の必要性等に関する視点（以下、建物本体に関する内容を記載）
	上位計画等に

おける位置付け
	【一時保護所の整備について】

将来、児童福祉法が改正され、中核市の児童相談所必置も考えられることから、今後の動向により柔軟に対応できる施設を建設。

	優先度
	　事業目的に記載したとおりの状況であることから、優先度は極めて高い。

	事業を巡る
社会経済情勢等
	大阪府の児童虐待相談対応件数は依然高い水準を維持しており（令和３年度は約14,000件）、全国で東京・埼玉に次いで児童虐待相談対応件数が多い自治体である。

	地元の協力体制等
	　　泉南市及び地元区長へは工事内容を説明し、了承を得ている。
近隣区長及び近隣住民への説明は、工事着手前に実施予定。

	事業の投資効果
	一時保護所の建設に係る投資効果を分析する手法は確立されていない。

	事業効果の

定性的分析

（安全・安心、活力、
快適性等の有効性）
	【効果項目】
　保護児童を受け入れる施設における満床化の改善
【受益者】
　一時保護児童


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	令和３～４年度：設計
令和４～５年度：建物及び外構工事

	完成予定年度
	令和５年度


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	代替手法との

比較検討
	事業目的に記載したとおりの状況であることから、工期を最も重視すべきであるため、
リース方式にて建設を進める。
なお、コスト縮減について、構造や工法を検討した結果、軽量鉄骨造（プレハブ工法）が一番安価に建設することができたが、構造上、大幅にレイアウトが制限され、一時保護所としての運用を考慮すると児童の処遇面に支障がでるため、次に安価な重量鉄骨造にて建設する。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	特になし

	その他特記事項
	－


６ 評価結果
	評価結果
	○事業実施
＜判断の理由＞

　児童虐待相談対応件数や一時保護児童数が依然高い水準を維持していること、保護児童を受け入れる施設が満床の状況であること、今後も一時保護児童数が高い水準を維持される見込みがあることから、事業を実施する。


